
   軽自動車税の減免事務取扱要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、高山市税条例（昭和３０年高山市条例第３２号）第１０３条第１項第１号に

掲げる公益のため直接専用する軽自動車等に対する軽自動車税の減免（以下「公益減免」という。）

について、必要な事項を定めるものとする。 

 （公益減免の対象） 

第２条 公益減免の対象となる軽自動車等（原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪

の小型自動車をいう。以下同じ。）は、次の各号のいずれかに該当する軽自動車等とする。 

 ⑴ 自己の所有する軽自動車等で、国又は地方公共団体に無償で貸し付けているもの 

 ⑵ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（私立学校に限る。）の設置者

が所有する軽自動車等で、専ら当該学校の学生、生徒、児童及び幼児の送迎のために使用する

もの 

 ⑶ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条に規定する社会福祉事業を経営する者が所有

する軽自動車等で、専らその社会福祉事業のために使用するもの 

 ⑷ 高山市から補助を受けて社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業に類する事業を経営する

者が所有する軽自動車等で、専らその事業のために使用するもの 

 ⑸ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７２条の４若しくは第７２条の５に掲げる法人又

は全国厚生農業協同組合連合会の会員である厚生（医療）農業協同組合連合会が所有する軽自

動車等で、専ら集団検診、巡回診療、訪問看護又は患者輸送のために使用するもの 

 ⑹ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９９条第１項の規定により県公安委員会が指定

した指定自動車教習所が所有する軽自動車等で、専ら生徒の教育練習のために使用するもの 

 ⑺ 自動車検査証の備考欄に自主防犯活動用自動車と記載されている青色回転灯を装着した専ら

自主防犯パトロールの用に供する軽自動車 

 ⑻ 自動車検査証の車体の形状欄に消防車と記載されている地域防災のため専らその用に供する

軽自動車 

 ⑼ 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条に規定する介護保険施設の開設者が所有する

軽自動車等で、専らその施設の運営のために使用するもの 

⑽ 前９号に掲げるもののほか市長が公益のために直接専用すると認めるもの 

 （その他） 

第３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


